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Ⅰ ユニット型介護老人保健施設の【施設の基準】一部変更

１ 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を

改正する省令 （厚生労働省令第108号 平成22年9月30日）

ユニットの療養室について面積基準が緩和された。（13.2㎡→10.65㎡）

「標準」の標記削除

第５章 ユニット型介護老人保健施設の基本方針並び施設、設備及び運営に関する基準

第２節 施設及び接尾に関する基準

第４１条 厚生労働省令で定める施設

第２項第１号ユニット

イ 療養室（３）

（ⅰ）13.2平方メートル10.65平方メートル以上を標準とすること。だたし、（1）た

だし書の場合にあっては、21.3平方メートル以上を標準とすること。

（ⅱ）ユニットに属さない療養室を改修したものについては、10.65平方メートル以

上とすること。ただし、(1)ただし書の場合にあっては、21.3平方メートル以

上を標準とすること。これらの場合には、入居者同士の視線の遮断の確保を前

提にした上で、療養室を隔てる壁について、天井との間に一定の隙間が生じて

いても差し支えない。

＜資料１（p2～4）「平成22年9月30日官報第5407号」参照＞

２ 「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準について」

等の一部改正について（老高発0930第1号 老老発0930第1号 平成22年9月30日）

平成17年10月1日に現に存する介護老人保健施設が同日において現に有しているユ

ニットの面積については、10.65平方メートルを標準とするもので足りる。

＜資料１（p5～11）「（別紙3）」参照＞
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Ⅱ 一部ユニット型施設に係る規定の廃止

本資料作成時点において、改正後の基準省令・告示の条文、改正に係る解釈通知の内容

が不明のため、資料１（p13～16）「全国厚生労働関係部局長会議資料 抜粋」を参考に改

正の内容を説明します。

１ 対象サービス 介護老人保健施設

短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護

２ 改正の経緯 ○平成22年9月21日 社会保障審議会介護給付費文科会

「一部ユニット型施設の基準等に関する審議のとりまとめ」

○平成22年12月 パブリックコメント募集

３ 改正概要 一部ユニット型施設に係る規定を省令から削除。（公布・同日施行）

既存の一部ユニット型施設については、平成23年4月1日以降の許可の

更新の際に、ユニット型部分とユニット型以外の部分について、それぞ

れ別施設として許可を受けることになる予定。

今後、ユニット型以外（更新前の一部ユニット型を含む）施設にユニ

ット型の施設を増・改築する場合には、ユニット型部分について新規許

可を受ける必要がある見込み。（既存部分も変更許可が必要となる見込

み）

４ ユニット型とユニット型以外を併設する介護老人保健施設の人員配置・設備基準

○ 人員に関する基準

管理者、医師、看護職員、薬剤師、支援相談員、理学療法士、作業療

法士、言語聴覚士、栄養士、介護支援専門員、調理員、事務員、その他

の従業者は、入所者の処遇に支障のない場合は、併設する介護老人保健

施設の入所者に対してサービスの提供を行う勤務体制も可能。

※ 介護職員は上記の対象外。

○ 設備に関する基準

入所者へのサービス提供に支障がない場合は、一の設備をもって、ユ

ニット型及びユニット型以外の施設の共通の設備とすることが可能。

※ 療養室、共同生活室、洗面設備、便所は上記の対象外












